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１

１ー（１） トン数標準税制の概要

準日本船舶の概要
航海命令※が発せられた場合に、迅速に日本船舶となること可能な外国船舶

※海上運送法第２６条第１項 国土交通大臣は、航海が災害の救助その他公共の安全の維
持のため必要であり、かつ、自発的に当該航海を行う者がない場合又は著しく不足する
場合に限り、船舶運航事業者に対し航路、船舶又は運送すべき人若しくは物を指定して
航海を命ずることができる。

日本船舶の確保・船員の育成及び確保に関する基本方針
（平成25年国土交通省告示第326号）

日本船舶・船員確保計画の認定制度の概要

日本船舶・船員確保計画の作成（船舶運航事業者等）

日本船舶・船員確保計画の認定（国土交通大臣）

みなし
利 益

黒字が多い年でもみなし利益に
課税

黒字が少ないか、赤字の年でもみ
なし利益に課税

トン数標準税制の適用を受けると
日本船舶等に係る海運業の利益

年度ごとの
実際の利益

トン数標準税制（平成21年度適用開始）の概要

外航船舶運航事業者が、「日本船舶・船員確保
計画」を作成し、国土交通大臣の認定を受けた
場合、日本船舶等に係る利益について、みなし
利益課税の選択が可能。

利益の変動が激しい外航船舶運航事業者にとっ
て、毎年の納税額が予見可能となり、船舶投資
（※）を安定的・計画的に行うことが可能。
※一隻当たり数十億円から数百億円

平成25年度から、日本船舶に加えて準日本船舶
も対象に追加。平成29年4月には、準日本船舶の
対象の拡大等を内容とする「海上運送法及び船
員法の一部を改正する法律」が成立。

我が国経済活動を支える国際海上輸送の安定化を通
じて、経済安全保障を確立。

現行の準日本船舶
外航船舶運航事業者が実質的に保有する外国船舶

新しい準日本船舶

本邦船主が実質的に保有する外国船舶



１ー（２） 関係条文等

２

○海上運送法（昭和24年６月１日法律第187号）（抄）

（日本船舶及び準日本船舶の確保に関する事項の公表）
第45条の２ 国土交通大臣は、毎年度、日本船舶（対外船舶運航事業の用に供されるものに限る。）及び準日本
船舶の確保に関するものとして国土交通省令で定める事項を公表するものとする。

○海上運送法施行規則（昭和24年８月31日運輸省令第49号） （抄）

（日本船舶及び準日本船舶の確保に関する事項の公表）
第46条 法第45条の２の国土交通省令で定める事項は、日本船舶（対外船舶運航事業の用に供されるものに限
る。）及び準日本船舶のそれぞれの隻数とする。

○日本船舶及び船員の確保に関する基本方針
（平成25年３月26日国土交通省告示第326号）（抄）

６．日本船舶及び船員の確保に関する施策の評価の実施
安定的な海上輸送を継続的に確保していくためには、国際的な競争条件の均衡化を図ることに加え、
日本船舶及び船員の確保を図ることが重要であることに鑑み、２.に掲げる諸施策の効果を検証するとと
もに、今後も諸外国の動向等を踏まえ、我が国における施策の充実・強化の是非を不断に検討する必要
がある。
このため、毎年度、施策の実施状況について交通政策審議会海事分科会に報告することとする。また、
日本船舶及び船員の確保の施策の効果について適当な時期において評価することとし、必要があると認
めるときは、今般の新たな制度的枠組みについて検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。



１ー（３） 外航日本船舶及び外航日本人船員の確保状況

○ 平成29年3月時点における認定事業者は計７社
：旭海運、飯野海運、ＮＳユナイテッド海運、川崎汽船、ＪＸオーシャン、商船三井及び日本郵船

日本船舶・船員確保計画の認定状況

日本船舶・船員確保計画のこれまでの実績

＜認定事業者の変遷＞
平成21年3月に10社、平成22年2月に1社それぞれ認定。
平成22年10月：認定事業者同士の合併【新和海運／日鉄海運→ＮＳユナイテッド海運】
平成24年4月 ：日正汽船（認定事業者）が雄洋海運と合併し商号変更【ＪＸ日鉱日石シッピング】
平成25年4月 ：三光汽船が認定取消
平成26年2月 ：ＪＸ日鉱日石タンカーを認定
平成26年3月 ：旭タンカーが撤退
平成26年4月 ：認定事業者同士の合併【ＪＸ日鉱日石タンカー／ＪＸ日鉱日石シッピング→ＪＸオーシャン】
平成29年3月 ：第一中央汽船が認定取消

３※現行計画の第4期（平成29年度）における外航日本船舶の確保計画隻数は241.1隻。

項目
旧計画
開始時

旧計画（平成21年度～平成25年度） 現行計画

第１期実績
（平成21年度）

第２期実績
（平成22年度）

第３期実績
（平成23年度）

第４期実績
（平成24年度）

第５期実績
（平成25年度）

第１期実績
（平成26年度）

第２期実績
（平成27年度）

第３期実績
（平成2８年度）

増減
（旧計画開始時→
拡充計画
第３期実績）

外航日本船舶
の確保計画の実績

77.4隻 95.4隻 118.9隻 131.8隻 143.0隻 167.0隻 181.6隻 201.1隻 216.2隻 138.8隻

準日本船舶
の確保計画の実績

－ － － － － 27隻 40隻 55隻 69隻 －

日本船舶等の合計 － － － － － 194隻 221.6隻 256.1隻 286.2隻 －

外航日本人船員
の確保計画の実績

1,072人 1,103人 1,112人 1,153人 1,194人 1,134人 1,132人 1,146人 1,162人 90人

日本人海技士
の確保計画の実績

－ － － － － 54人 80人 110人 138人 －

日本人船員等の合計 － － － － － 1,188人 1,212人 1,256人 1,300人 －
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内航船員数 50歳以上割合 35歳未満割合

○日本船舶の確保・船員の育成及び確保に関する基本方針
（国土交通大臣）
・５年後、10年後にこれらの船員不足が生ずることのないよう内航
船員の育成及び確保を図ること が目標。

→船員計画雇用促進等事業の創設

○日本船舶・船員確保計画の作成（内航海運事業者）
○日本船舶・船員確保計画の認定（国土交通大臣）
〔主な認定要件〕
船員としての経験がない者について、採用及び訓練を行う計画であること。

◇ 海上運送法の一部改正（平成20年）

◇ 船員計画雇用促進等事業

・船員計画雇用促進助成金

・事業者連携・雇用促進助成金

内航船員の推移（平成28年10月現在）

船員数のピーク

○内航船員は、５０歳以上の割合
が５１．６％（平成１９年度時点）と高
齢化が著しく進展し、後継者不足等
により船員不足の深刻化が強く懸
念

○安定的な国内海上輸送を確保す
る上で、内航船員の計画的な確保・
育成を促進する施策が求められた

◇ 背景

法
改
正

◇ 事業効果

２－（１） 内航船員の現状と船員確保のための取組

４

○海上運送法に基づき、認定を受けた日本船
舶・船員確保計画に従って若年船員を雇用し
て、育成を行う事業者を支援



２－（２） 内航船員の確保状況

５

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

認定
事業者数

１１３ 社 １８２ 社 １９０ 社 １７１ 社 １７７ 社 １８０ 社 １７７社 １９７社 ２２８社 ２２６社

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

合 計

船員教育機関
卒業生

１６７人 １７１人 １５５人 １５０人 ２４０人 ２５２人 ２５８人 ２５５人 ３６１人 ２，００９人

船員教育機関
卒業生以外

２０７人 １９６人 １５９人 １４７人 １８５人 ２４５人 ３０４人 ３８４人 ３６８人 ２，１９５人

合 計
＜うち女性＞

３７４人
＜１５人＞

３６７人
＜５人＞

３１４人
＜１２人＞

２９７人
＜２４人＞

４２５人
＜１４人＞

４９７人
＜３９人＞

５６２人
＜３６人＞

６３９人
＜４８人＞

７２９人
＜４２人＞

４，２０４人
＜２３５人＞

※ 船員教育機関卒業生とは、商船に係る教育機関の修了者をいう。

※

日本船舶・船員確保計画の認定事業者数の推移

日本船舶・船員確保計画に基づく船員未経験者の採用状況


